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建設産業の担い手確保・育成について

はじめに 最近の建設業行政について
１．建設産業人材確保・育成推進協議会及び関連事業
２．建設産業女性定着促進事業
３．登録基幹技能者制度推進協議会
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１．建設産業人材確保・育成推進協議会
及び関連事業
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広報分科会（旧：建設産業戦略的広報推進協議会）

建設産業人材確保・育成推進協議会 運営委員会

平成5年8月、若年者の入職促進と併せて、人材対策全般についての活動を行う建設産業人材確保・育成推進協議会（以下「人材協」という）を設立。
事務局は(一財)建設業振興基金に設置し、事務の運営は(一財)建設業振興基金と国土交通省不動産・建設経済局建設市場整備課が共同で行う。
○元請団体、専門工事業団体
○中央職業能力開発協会、勤労者退職金共済機構、建設業労働災害防止協会、建設業福祉共済団
○各都道府県若年建設従事者入職促進協議会又はこれに相当する機能を有する団体 等 により構成

建設産業人材確保・育成推進協議会の設立及び体制

企画分科会

組織図

各都道府県建設産業人材確保・育成推進協議会等

（一社）日本建設業連合会

（一社）全国建設業協会

（一社）全国中小建設業協会

（一社）日本建設業経営協会

（一社）日本道路建設業協会

（一社）日本埋立浚渫協会

全国建設業協同組合連合会

（一社）全国建設産業団体連合会

（一社）日本海上起重技術協会

全国浚渫業協会

全国ポンプ・圧送船協会

日本港湾空港建設協会連合会

（一社）日本型枠工事業協会

（一社）日本造園組合連合会

全国圧接業協同組合連合会

（一社）建設産業専門団体連合会

（一社）日本建設躯体工事業団体連合会

（一社）日本造園建設業協会

（一社）鉄骨建設業協会

（一社）日本鳶工業連合会

（公社）全国鉄筋工事業協会

（一社）日本機械土工協会

（一社）全国基礎工事業団体連合会

（一社）日本基礎建設協会

（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会

（一社）全国クレーン建設業協会

ダイヤモンド工事業協同組合

（一社）日本アンカー協会

（一社）全国防水工事業協会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

（一社）全国建設室内工事業協会

（一社）全国タイル業協会

（一社）日本建築板金協会

（一社）日本左官業組合連合会

（一社）全国道路標識・標示業協会

（一社）全日本瓦工事業連盟

（一社）全国中小建築工事業団体連合会

（一社）日本タイル煉瓦工事工業会

（一社）建築開口部協会

（一社）日本塗装工業会

全国マスチック事業協同組合連合会

日本外壁仕上業協同組合連合会

（一社）日本ウレタン断熱協会

日本室内装飾事業協同組合連合会

（一社）日本シヤッター・ドア協会

（一社）全国地質調査業協会連合会

（一社）建設コンサルタンツ協会

（一社）全国測量設計業協会連合会

（一社）日本建設機械レンタル協会

（一社）日本計装工業会

（一社）消防施設工事協会

（一社）日本電設工業協会

（一社）日本空調衛生工事業協会

全国管工事業協同組合連合会

（一社）プレストレスト・コンクリート建設業協会

（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会

（公社）全国解体工事業団体連合会

日本金属工事業協同組合

全国建設弘済協議会

（職）全国建設産業教育訓練協会 等

１．建設産業人材確保・育成推進協議会
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こども霞が関見

学デー

人材協による戦略的広報展開

小学校
640万人、２万校

中学校
325万人、１万校
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対 象テーマ

広報ツール（体験,研修,会議,パンフ配布,WEB,SNS）

大学･専門学校
360万人

建設業若年就業者

建設産業
ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ

パンフレット

高校生1300
社会人400
の応募 ➡
29作品を
表彰･掲載

学校キャラバン

実務施工体験研修
年間約40教諭参加

建設産業若者会議
U25からの提言

高校320万人、4900校

ポスター

9

ポータルサイト

通常版
＆

全プレ版
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○小中学生や小さな子供にも建設業について知ってもらうために、

イラストを中心としたパンフレット。

○土木のしごと、建築のしごと、それを担う人たち、そして建設業

は地域をまもる仕事でもあることを紹介。

○主に小中学校向けに開催される出前講座や現場見学会、親子

連れが集まる体験イベントなどで活用されている。

１．(１) 「ニッポンをつくる人たちまもる人たち」の作成・配布

年度 配付部数

２０２１年度（３月末時点） 約 13,000 部
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○建設業についてわかりやすく解説した冊子
・建設業が果たしている役割
・道路ができるまで、建物ができるまでをイラストで紹介
・土木や建築をはじめとする建設産業の様々な仕事を紹介

○主に工業高校生以上の学生や建設企業の新入社員研修などで広く活用されている

１．(２)「建設産業ガイドブック」の作成・配布

年度 配付部数

２０２１年度実績
（３月末時点） 約 30,395 部

２０２２年度実績
（５月末時点） 約 31,000 部



12

１． （２）「建設産業ガイドブック」特別贈呈版（ ）の配布

○建設業のプレ入職である工業高校生の手にガイドブックを直接届ける、全員プレゼント
キャンペーンを令和２年度から実施。

○就職を考える時期と想定される全国の工業高校に通う２年生を対象。

・高校生が手に取りたくなる表紙
→高校生年代に親しみのあるイラストレーターを起用。手元に残しておきたくなるよう なデザインに。

【参考】全員プレゼントキャンペーンの表紙 ◆gemi（げみ）
1989年兵庫県三田市出身のイラストレーター。
京都造形芸術大学美術工芸学科日本画コース卒業

（主な作品）

代々木ゼミナール
2020年春の広告

東京書籍
2021年度「新しい国語」

中学校の教科書

年度 配付部数

２０２１年度 約 18,000 部
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R3 R2 R1 H30

社会人 397 395 479 431

高校生 1,551 1,327 861 1,157

合 計 1,948 1,722 1,340 1,588

○「高校生の作文コンクール」テーマ
「建設産業でやりたいこと」「私が思う建設産業の魅力」を応募テーマに、
全国の工業高校の建築学科、土木学科等の学生から作文を募集。

◆応募数

13

「高校生の作文コンクール」入賞作品「私たちの主張」入賞作品

◆令和３年度作文コンクールの入賞作

２．「作文コンクール」の実施

賞名 県名 タイトル 氏名 学年 学校名

国土交通
大臣賞

山梨 笑顔のために 小泉 颯葵 1 山梨県立甲府工業
高等学校

愛媛 空間を創る 山岡 愛 3 愛媛県立松山
工業高等学校

不動産・建
設経済局

長賞

山梨 地球を造る仕事 松野谷 湧星 3 山梨県立都留興譲館
高等学校

長崎 建設業が与える力 島津 愛花 3 長崎県立大村
工業高等学校

熊本県
建設業が変えてくれ

た私の未来
宮口 真輝 3 熊本県立熊本

工業高等学校

賞名 県名 タイトル 氏名 年齢 会社名

国土交通
大臣賞

神奈川
建設キャリアアップシステム
が照らす建設産業の未来

小林 朝幸 42 橋本電気工事
株式会社

新潟 私の未来施工計画 土田 里沙 31 川瀬工業
株式会社

不動産・
建設経済
局長賞

北海道 成功物語 今中 将雅 64 電通設備
株式会社

宮城 妻とともに目指す現場監督 津田 旭 35 株式会社
丸本組

新潟 母の背中と私たちの未来 木村 友梨香 24 株式会社
新潟藤田組

○社会人の作文コンクール「私たちの主張」テーマ
「建設産業に望む未来」「建設キャリアアップシステムへの期待」を
応募テーマに、建設業の仕事に従事している方から作文を募集。

〇令和３年度実績

〇令和４年度開催

【募集期間】 令和４年５月９日～６月３０日

○社会人の作文コンクール「私たちの主張」テーマ
「次世代に伝えたい建設産業の魅力と誇り」「建設産業を通じて感じた自身

の成長」を応募テーマに、建設業の仕事に従事している方から作文を募集。

○「高校生の作文コンクール」テーマ
「私たちの暮らしと建設産業」「私が描く建設産業の未来」を応募テーマに、
全国の工業高校の建築学科、土木学科等の学生から作文を募集。
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【国土交通大臣賞授与式】 令和２年１１月２５日（水）

14

国土交通省にて国土交通大臣賞授与式が開催され、賞状及び記念品が授与された。

【各地方整備局による受賞者への賞状伝達】

各地方整備局にご協力をいただき、作文コンクール入賞者へ、各ブロックごとに賞状伝達を実施。
賞状伝達式は、地方整備局内または学校に出向いて行われており、受賞者にも好評。

東北地方整備局で行われた賞状伝達式の模様

【参考】「作文コンクール」表彰式



建設産業人材確保・育成推進協議会は、国土交通省と共同で、建設業界・外部有識者・行政が個々の
立場を超え一体となり、建設産業の魅力と若者の入職推進に資する情報の発信や、建設産業のイメージ
アップに資するモデル的な広報活動を進めています。

学校キャラバンは、平成26年度より建設業界・行政が一体となって小・中・高校を訪問し、生徒、保護者、
教員に対し建設産業の社会的な役割やものづくりの素晴らしさを直接語りかけ、交流することを目的とし
て開催しています。

３．国土交通省学校キャラバンの開催
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学校名 学科 学年 人数 日付

埼玉県立大宮工業高等学校 建築科 1 80名 7/11(水)

さいたま市立泰平中学校 － 1-3 47名 9/15（土）

千葉市立鶴沢小学校 － 5・6 163名 10/2(火)

さいたま市立大宮西小学校 － 1 80名 12/14（金）

神奈川県立磯子工業高等学校
建設科

建築ｺｰｽ
2 35名 3/15（金）

2018年度（平成30年度）

2019年度（令和元年度）

学校名 学科 学年 人数 日付

- 5 84名 9/25(水)

千葉市立大椎中学校 - 1 164名 11/2（水）

【参考】最近の開催実績

令和２年度は新型コロナウィルスの影響により、中止。



16（令和2年3月31日までの）開催回数25回 参加者数合計2,316名

年度 学校名 学科 学年 参加者数 日付 協力団体等

平成
26年度

１．埼玉県立熊谷工業高等学校 建築科 2年生 35人 10/30（木） （株）大林組、（株）鈴木組

２．千葉県立東総工業高等学校 建設科 1年生 40名（女子3名） 11/17（月） （株）大林組、（株）鈴木組

３．埼玉県立熊谷工業高等学校 土木科 1年生 40人 12/11（火） 清水建設（株）、大綱建設（株）

４．埼玉県立大宮工業高等学校 建築科 1年生 77名 12/16（金） （株）大林組、（株）鈴木組

５．東京都立田無工業高等学校 都市工学科 1年生 38名、2年生 25名 12/19（金） （株）JM、（株）みやび、ICHIDAI、（株）大林組、（株）鈴木組

平成
27年度

１．さいたま市立新和小学校 － 6年生 27名 10/26（月） 関東地方整備局、（公社）土木学会

２．さいたま市立春里中学校 － 1年生 260名 10/31（土） 関東地方整備局、（公社）土木学会、（一社）埼玉県左官業協会、（株）アキュラホーム、大和ハウス工業（株）

３．埼玉県立春日部工業高等学校 建築科 2年生 75名 2/3（水） （株）JM

４．埼玉県立鳩山高等学校 普通科 情報管理科 2年生 53名、2年生 42名 2/18（木） －

平成
28年度

１．都立葛西工業高等学校 建築科 2年生 39名（女子3名） 4/27（水） （株）ＪＭ

２．さいたま市立大宮西中学校 － 1年生137名、2年生169名 8/31（水） （株）ＪＭ、大和ハウス工業（株）、（一社）埼玉県左官業協会、佐藤工業（株）、日本工業大学

３．千葉県立安房拓心高等学校 総合学科 土木系列 2年生 24名（女子2名） 11/30（水） 千葉県鉄筋業協同組合（（株）ダイニッセイ、（有）ハリマ）

４．さいたま市立大谷口小学校 － 6年生 94名 1/21（土） （株）アキュラホーム、（株）ＪＭ、大和ハウス工業（株）、国土交通省関東地方整備局、全国低層住宅労務安全協議会

５．神奈川県立磯子工業高等学校 建設科 建築コース 2年生 36名（女子2名） 3/8（水）
関東圏専門工事業担い手確保・育成推進協議会（夢協）、神奈川建設重機協同組合、
全国クレーン建設業協会 神奈川県支部

平成
29年度

１．都立南葛飾高等学校 普通科 6名 7/3（月） －

２．さいたま市立七里中学校 －
1年生 72名
2年生 78名
3年生 87名

8/31（木）
全国低層住宅安全労務協議会、埼玉県立いずみ高等学校、（株）JM、大和ハウス工業（株）、（一社）埼玉県建設業協会、
埼玉県立大宮工業高等学校

３．さいたま市立文蔵小学校 － 6年生 109名 12/15（金）
全国低層住宅労務安全協議会（じゅうたく小町部会）、埼玉県立大宮工業高等学校、（株）ＪＭ、大和ハウス工業（株）、
(一社)日本建設業連合会（けんせつ小町委員会、（株）竹中工務店）

４．神奈川県立磯子工業高等学校 建設科 建築コース 2年生 28名（女子5名） 3/19(月)
関東圏専門工事業担い手確保・育成推進協議会（夢協）、神奈川建設重機協同組合、
全国クレーン建設業協会 神奈川県支部

平成
30年度

１．埼玉県立大宮工業高等学校 建築科 1年生 80名 7/11(水) 戸田建設(株)

２．さいたま市立泰平中学校
－

1～3年生 47名 9/15（土） 全国低層住宅労務安全協議会（じゅうたく小町部会）、（一社）日本左官業組合連合会

３．千葉市立鶴沢小学校 － 5・6年生 163名 10/2(火)
(一社)日本建設業連合会（けんせつ小町委員会・大成建設（株））、(株)ＪＭ、
全国建設労働組合総連合 千葉土建一般労働組合

４．さいたま市立大宮西小学校 － 6年生 152名 12/14（金）
(一社)日本建設業連合会（けんせつ小町委員会・西武建設（株））、(株)ＪＭ、大和ハウス工業(株)、
全国低層住宅労務安全協議会（じゅうたく小町部会）

5．神奈川県立磯子工業高等学校 建設科 建築コース 2年生 35名（女子4名） 3/15(金)
関東圏専門工事業担い手確保・育成推進協議会（夢協）、神奈川建設重機協同組合、五栄土木（株）、
全国クレーン建設業協会 神奈川県支部

令和
元年度

１．千葉市立鶴沢小学校 － 5年生 84名 9/25(水) 国土交通省関東地方整備局、西尾レントオール、日本建設業連合会 竹中工務店

２．千葉市立大椎中学校 － 1年生 164名 11/27(水)
国土交通省関東地方整備局/アクティオ、全国低層住宅労務安全協議会じゅうたく小町部会
(一社)日本左官業組合連合会関東ﾌﾞﾛｯｸ会、大州建設工業（日本型枠）、全建総連

【参考】「国土交通省学校キャラバン」の開催実績
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◆令和３年度の開催概要

○開催日 令和３年１１月２日（火） ７限目（５０分間）

○場 所 福岡県立八幡高等学校

○対 象 理数科・普通科の１年生（２８１名）

○プログラム

・私達の地域の「建設産業」の今（現地授業 約２０分）

・冒頭挨拶（約５分）

・講評（約５分）

・建設というものづくり（ビデオ授業 約２０分） ＜講師：蟹澤 宏剛 氏（芝浦工業大学）＞
→ものづくりの醍醐味や入職時の仕事のイメージができるような内容を盛り込み実施。

【開催の様子】

○内 容 九州地方整備局及び福岡県八幡高等学校のご協力のもと、学校の授業の１コマを
お借りし、建設産業の仕事等に関する内容をビデオ等を用いながら開催。

３．国土交通省学校キャラバンの開催
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〇建築・土木などの専門学科を設置している建設系工業高校や土木系農業高校、
各都道府県・政令指定都市の教育委員会など若年者の進路選択に影響力の
ある教育関係者等に対して、建設産業の魅力や担い手確保に関する取り組み
を定期的に紹介する「人材協定期便」の発送をＲ３年度より実施。

〇配布時期
４月・１０月・１月（年間３回）

〇配布先
計１,１０７カ所に配布（令和４年４月時点）
【内訳】

４．人材協定期便の発送

全国の建設系学科のある工業高校 ２８３校

全国の普通科進路多様校 ４４１校

全国の土木系学科のある農業高校 ７１校

各都道府県・政令指定都市の教育委員会
（工業高校担当）

７０カ所

各都道府県の教育委員会（農業高校担当） ４７カ所

実務施工体験研修参加者（過去３年） ７２名

各地方整備局 １０カ所

各都道府県協会 ４７カ所

人材協構成団体 ６６カ所
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建設現場へＧＯ！ （https://genba-go.jp/）

建設業団体等が広報している若年入職促進等に資する
様々なコンテンツを集約したＪｏｂポータルサイト

人材協Twitter （https://twitter.com/kikin_jinzaikyo）

人材協チャンネル（https://www.youtube.com/channel/UCM5_H7Htj4SwrvHf-7ifE1Q）

建設産業女性定着WEB
（https://www.kensetsu-kikin.jp/woman/）

建設業を身近に感じてもらうとともに、就職に向けた
手がかりとなる情報を発信、様々な職種紹介や

技術者・技能者のインタビューを掲載

建設産業女性定着支援ネットワーク登録団体の取組等、
建設産業の女性定着に関する情報を網羅的に掲載。

18歳のハローワーク（https://genba-go.jp/18hellow/）

人材協の活動や担い手確保・育成に関する情報を
よりタイムリーに発信するためにSNS展開を開始

５．（１）戦略的広報の展開 ～WEBやSNSによる広報展開～
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建設産業人材協TWITTER開設

「建設産業人材協」

＠kikin_jinzaikyo

https://twitter.com/kikin_jinzaikyo

若年者を対象に担い手確保・育成に関する情報を発信。

業界紙記事（開設時）

建設工業新聞2面
令和2年8月18日（火）

建設産業新聞1面
令和2年8月18日（火）

建設通信新聞2面
令和2年8月18日（火）

５.（２）ＳＮＳを活用した情報発信 －Twitter

○2020年6月～投稿開始！
（平日は毎日投稿）

〇令和３年度月間平均閲覧数：約3,800回

〇フォロワー数：449人
（2022年5月末時点）
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人材協チャンネルの開設

「人材協チャンネル」

https://www.youtube.com/channel/UC
M5_H7Htj4SwrvHf-7ifE1Q/videos

○人材協が持っている担い手確保・育成に関する
動画コンテンツを公開するため、独自チャンネル
を開設。

５.（３）ＳＮＳを活用した情報発信 －YouTube

○既存動画を見やすくコンパクトに再編集したものや、
今後、人材協に関連する動画を制作した際には、
人材協チャンネルで発信していく。

〇約2週1回のペースで更新

〇動画数：60本以上

〇登録数：878人
（2022年5月末時点）



【参考】TwitterやYouTubeの主な実績等

①Twitter ②YouTube

人材協や関係団体の取組をタイムリーに発信！ 建設業に関する動画を定期的に配信！
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６．人材確保・育成に取り組む企業の顕彰制度の創設

23



６．人材確保・育成に取り組む企業の顕彰制度の創設
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６．人材確保・育成に取り組む企業の顕彰制度の創設
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●実務施工体験研修 設立経緯

●免許状更新の法制定（平成21年4月）の前から、
工業高等学校の教員等を対象として、研修機会の
充実を図り生徒への指導に役立たせるなどの、実
務施工に関する講習を受講できる機会が富士教
育訓練センターの協力の下で設けられていた。

●平成28年当初、免許状更新講習（選択領域）に建
設の施工を体験できる内容のコースはなかった。

●平成28年度、富士教育訓練センターの講習カリ
キュラムにより積極的な活用を図るため、教員免
許更新制における免許状更新講習としても対応可
能なプログラムを検討した。

●平成29年に文部科学大臣の認定を受け、教育現
場における建設実務面の支援を目的として講習を
開始した。

●平成21年4月より教員免許更新制が開始され、有
効期限10年の更新制である。

●必修領域(6h)、選択必修領域(6h)、選択領域(18h)
の研修受講が義務である。

●教員免許状の更新制度

７. 実務施工体験研修（教員免許状の更新講習）

担い手の育て手（指導者等）の確保に向けて

座学

◆講習の様子

フォークリフト操作

鉄筋組立 型枠組立

による吊り下げ体験 足場組立



◆実務施工体験研修 開催経緯

●工業高等学校の教員等を対象に、研修機会の充実や生徒
への指導に役立たせるなどの目的で、建設業の施工体験
などの実務施工に関する講習ができ、教員免許更新講習
としても対応可能なプログラムを検討

●平成29年に文部科学大臣の認定を受け、 教育現場の建
設業における施工体験を支援することを目的に、選択領域
(18h)に対応した「実務施工体験研修」を開始。

●建設業の施工体験ができる唯一の講習。

◆講習の様子

○実務施工体験研修（教員免許状更新講習）の実施

担い手の育て手（指導者等）の確保

◆開催状況

受講者数 静岡 兵庫 福岡

平成29年度 6名 - -

平成30年度 11名 6名 7名

令和元年度 20名 7名 10名
令和２年度※ 6名 7名 10名

令和３年度※ 8名 10名 -

合計 51名 30名 27名

◆受講者の感想（一部）

・多くの生徒に、生活と深く関わっている業界であるこ
とを多くの資料で話すことができました。また、興味
を持っている生徒には具体的な作業などの話をしてあ
げたいと思います。

・建設業の面白さや女性にもできる仕事が沢山あるこ
となどを伝えていきたいと思います。

・建設業界の現状を知る事は進路選択の指導でも必要
な事で、やる気のある生徒には本当の楽しさと現状
を伝える事ができると思いました。

・本校教員は元より、県内教員にも広く紹介したいと思
います。

※令和2年度、令和3年度は新型コロナウイルス感染症への対策を行ったうえで実施。 27

７. 実務施工体験研修（教員免許状の更新講習）
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2．建設産業女性定着促進事業



行動計画の概要

令和2年1月 「女性の定着促進にむけた建設産業行動計画」 策定

策定趣旨

・建設産業における女性の就業をさらに促進するためには、就業の継続が大きな課題であり、
本行動計画策定により、建設産業で働く全ての女性が「働きがい」と「働きやすさ」を両立した
就業継続を実現することを目的としている。

・「働きつづけられるための環境整備」に重点を置くことを端的に表現するため、これまでの
「女性活躍」ではなく「女性定着」という表現を使用。

策定団体

国土交通省および建設業5団体※1、建設産業女性活躍推進ネットワーク※2
※1 建設業5団体：

）
※2 現在の建設産業女性定着支援ネットワーク

内容

・「働きつづけられるための環境整備」を中心に３つの柱で構成
①働きつづけられるための環境整備を進める
②女性に選ばれる建設産業を目指す
③建設産業で働く女性を応援する取組を全国に根付かせる

数値目標

柱の趣旨を達成するための取組目標（～令和6年度）
・「女性の入職者数に対する離職者数の割合」を前年度比で減少させる
・「入職者に占める女性の割合」を前年度比で増加させる
・新計画の内容の認知度100%を目指す。
・都道府県単位で活動している団体の「建設産業女性定着支援ネットワーク」への加入を

すべての都道府県で目指す

現在、本計画に基づき、官民をあげて建設産業における
女性活躍・定着促進に向けた活動に取り組んでいる 29



参考：国土交通省 資料
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全国各地に組織されている、女性活躍を推進する団体の相互交流や情報交換、連携等を促すこ
とにより、建設産業で働く女性の入職促進、定着を図ることを目的として、平成30年度に「建設産業
女性活躍推進ネットワーク」として、始動。

令和2年1月16日に策定された「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画」の策定を受けて、
令和2年3月1日に「建設産業女性活躍推進ネットワーク」から現在の「建設産業女性定着支援ネット
ワーク」に改称しました。44団体が登録。（令和4年5月末現在）

※事務局：（一財）建設業振興基金）

建設産業女性定着支援ネットワーク とは

https://www.kensetsu-kikin.jp/woman/

タイムリーな情報
を続々と発信

女性定着に関する
情報を網羅

全国各地の
取組を紹介

本ネットワーク登録団体の活動等を紹介するWEBサイト

31

・各登録団体の活動を集約
・情報の共有化
・好事例の水平展開
・相互交流の促進
・イベントの開催
（年一回程度、全国大会やWEBセミナー等）

本ネットワークの活動概要



○幹事長 須田久美子氏 （（一社）土木技術者女性の会 運営委員）

○副幹事長 酒井一江氏 （（一社）日本造園建設業協会 女性活躍推進部会長）

○副幹事長 籠田淳子氏 （けんちくけんせつ女学校校長）

2022年4月末現在

建設産業女性定着支援ネットワーク 構成

◆登録団体一覧

32

地方自治体や建設業団体、一般企業等、様々な運営主体の団体が登録

NO. 都道府県 団体名 運営主体

1 全　 国 （一社）日本建設業連合会　けんせつ小町委員会 団　体
2 全　 国 （一社）土木技術者女性の会 団　体
3 全　 国 建築設備六団体協議会　設備女子支援ネットワーク 団　体
4 全　 国 日本建築仕上学会　女性ネットワークの会 団　体
5 全　 国 （一社）日本造園建設業協会　女性活躍推進部会 団　体
6 全　 国 （一財）建設物価調査会　チームひまわり 団　体
7 全　 国 （一社）日本溶接協会　溶接女子会 団　体
8 全　 国 測量・地理空間情報　女性の技術力向上委員会「ソクジョの会」 団　体
9 全　 国 （公社）日本建築積算協会　積女ＡＳＳＡＬ委員会 団　体
10 全　 国 （公社）日本コンクリート工学会　コンクリート分野における女性活躍推進普及委員会 団　体
11 全　 国 全国スーパーウォール会　全国ブリリアント会 企　業
12 全　 国 けんせつ姫 企　業
13 全　 国 日機協女性部会「チームはにやま姫」　 団　体
14 全　国 全国女性造園技術者の会 団　体
15 青森県 あおもり女性建設技術者ネットワーク会議 地方自治体
16 岩手県 いわて女性の活躍促進連携会議　けんせつ小町部会 団　体
17 岩手県 （一社）岩手県建設産業団体連合会　岩手県建設業女性協議会　 団　体
18 秋田県 あきた建設女性ネットワーク　クローバー 地方自治体
19 宮城県 （一社）宮城県建設業協会　宮城建設女性の会２０１５ 団　体
20 福島県 （一社）福島県建設業協会　ふくしま建女会 団　体
21 茨城県 （一社）茨城県建設業協会　建女ひばり会 団　体
22 東京都 全国低層住宅労務安全協議会　じゅうたく小町部会 団　体
23 東京都 東京外環プロジェクト・女性技術者の会 地方整備局
24 神奈川県 “クレーンガールズかながわ”　TEAM つる姫 団　体
25 山梨県 山梨県建設業協会青年部　けんせつ小町甲斐 団　体
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※数字は全国・都道府県別に分けた場合の団体加入数

※（新規）は令和4年度に加入した団体

◆全国・都道府県別の加入状況 （全国団体加入数：14/各都道府県加入数：30）

◆NW登録団体数の推移（前年度比）

平成30年度
（設立初年度）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
（4月末時点）

25 32（+7） 33（+1） 43（+10） 44（+1）

建設産業女性定着支援ネットワークの登録団体が各都道府県に必ず１つ以上をあることを目指し、普及・促進

※現在、新規登録に向けて
1団体と調整中
・

26 長野県 （一社）長野県建設業協会　女性部会 団　体
27 新潟県 にいがた土木女子会議 地方自治体
28 新潟県 （一社）新潟県建設業協会   女性部会 団　体
29 石川県 百万石小町『結』 団　体
30 岐阜県 （一社）WOMAN EMPOWERMENT PLATFORM（WEP） 団　体
31 静岡県 SCG’ｓ（Shizuoka Construction engineer Girl’s) 地方自治体
32 京都府 一般社団法人女性技能者協会 団　体
33 大阪府 大阪市立大学工学部　都市会女性の会 企　業
34 島根県 しまね建設産業イメージアップ女子会 地方自治体
35 鳥取県 とっとり建設☆女星ネットワーク 団　体
37 山口県 やまぐち建設産業女性の活躍支援ネットワーク 地方自治体
36 徳島県 なでしこＢＣ連携 団　体
38 福岡県 けんちくけんせつ女学校 団　体
39 福岡県 矢部川女性技術者の会 地方整備局
40 長崎県 ながさき建設女子ネットワーク　～よりより～ 地方自治体
41 熊本県 熊本県建設産業団体連合会　くまもと建麗会 団　体
42 大分県 BLOCKS FRIENDS 地方自治体
43 沖縄県 Teamけんせつ美ら小町 企　業

44（新規） 高知県 KDJ（高知土木女子） 団　体
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３．登録基幹技能者制度推進協議会
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登録基幹技能者とは

● 登録基幹技能者は、熟達した作業能力、豊富な知識、現場を効率的にまとめるマネジメント能力を備え、
専門工事業団体の資格認定を受けた技能者を指す。

● 工事の品質、コスト、安全等への貢献とともに、技能労働者の目標像としての活躍が期待されている。
● 登録基幹技能者の活躍により、登録基幹技能者の確保・育成に努める優良な専門工事業者の受注機会の拡

大、さらにはそれを通じた建設業界の担い手の確保・育成に大きく寄与することが期待されている。

協議会事務局としての役割

● 40職種で認定されている登録基幹技能者が、一丸となって取り組むべき課題に対応するため「登録基幹
技能者制度推進協議会」が構成されている（事務局：建設業振興基金）
● 協議会としての具体的活動

広報用パンフレットの作成、発注者や元請団体に対する要望活動、講習で使用する全職種共通テキストの執筆・編集 等

３．登録基幹技能者制度推進協議会
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登録
番号 登録基幹技能者 団体登録

年月日 団体名 R4年3月末
1 登録電気工事基幹技能者 H20.5.13（一社）日本電設工業協会 8,759
2 登録橋梁基幹技能者 H20.7.17（一社）日本橋梁建設協会 899

3 登録造園基幹技能者 H20.7.17（一社）日本造園建設業協会 2,755（一社）日本造園組合連合会
4 登録コンクリート圧送基幹技能者 H20.7.18（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会 913
5 登録防水基幹技能者 H20.8.19（一社）全国防水工事業協会 1,934
6 登録トンネル基幹技能者 H20.9.1（一社）日本トンネル専門工事業協会 603
7 登録建設塗装基幹技能者 H20.9.1（一社）日本塗装工業会 3,262
8 登録左官基幹技能者 H20.9.1（一社）日本左官業組合連合会 2,375
9 登録機械土工基幹技能者 H20.9.17（一社）日本機械土工協会 10,549
10 登録海上起重基幹技能者 H20.9.19（一社）日本海上起重技術協会 1,430
11 登録PC基幹技能者 H20.9.30(一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会 1,063
12 登録鉄筋基幹技能者 H20.9.30（公社）全国鉄筋工事業協会 4,599
13 登録圧接基幹技能者 H20.9.30全国圧接業協同組合連合会 695
14 登録型枠基幹技能者 H20.9.30（一社）日本型枠工事業協会 6,225

15 登録配管基幹技能者 H20.10.16
（一社）日本空調衛生工事業協会

4,039（一社）日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

16 登録鳶・土工基幹技能者 H20.12.12（一社）日本建設躯体工事業団体連合会 8,171（一社）日本鳶工業連合会
17 登録切断穿孔基幹技能者 H20.12.12ダイヤモンド工事業協同組合 435

18 登録内装仕上工事基幹技能者 H20.12.26
（一社）全国建設室内工事業協会

4,905日本建設インテリア事業協同組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

19 登録ｻｯｼ・ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ
基幹技能者 H21.2.13（一社）日本サッシ協会 1,155（一社）建築開口部協会

20 登録エクステリア基幹技能者 H21.3.5（公社）日本エクステリア建設業協会 224
21 登録建築板金基幹技能者 H21.3.5（一社）日本建築板金協会 2,981
22 登録外壁仕上基幹技能者 H21.4.28日本外壁仕上業協同組合連合会 334

23 登録ダクト基幹技能者 H21.4.28（一社）日本空調衛生工事業協会 1,713（一社）全国ダクト工業団体連合会
24 登録保温保冷基幹技能者 H21.11.27（一社）日本保温保冷工業協会 1,178
25 登録グラウト基幹技能者 H21.11.27（一社）日本グラウト協会 840

○登録基幹技能者職種等一覧
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26 登録冷凍空調基幹技能者 H22.3.25（一社）日本冷凍空調設備工業連合会 1,210

27 登録運動施設基幹技能者 H22.3.25（一社）日本運動施設建設業協会 203

28 登録基礎工基幹技能者 H23.12.16
全国基礎工業協同組合連合会

1,526
（一社）日本基礎建設協会

29 登録タイル張り基幹技能者 H24.7.26（一社）日本タイル煉瓦工事工業会 349

30
登録標識・路面標示
基幹技能者

H24.10.29（一社）全国道路標識・標示業協会 1,718

31 登録消火設備基幹技能者 H25.7.3（一社）消防施設工事協会 435

32 登録建築大工基幹技能者 H26.1.27

（一社）ＪＢＮ・全国工務店協会
全国建設労働組合総連合
（一社）全国住宅産業地域活性化協議会
（一社）日本ツーバイーフォー建築協会
（一社）日本木造住宅産業協会
（一社）日本ログハウス協会
（一社）プレハブ建築協会

958

33 登録硝子工事基幹技能者 H27.1.22
全国板硝子工事協同組合連合会

414
全国板硝子商工協同組合連合会

34 登録ALC基幹技能者 R1.5.27（一社）ALC協会 919

35 登録土工基幹技能者 R1.8.5（一社）日本機械土工協会 1,004

36 登録ウレタン断熱基幹技能者 R3.5.10（一社）日本ウレタン断熱協会 0

37 登録発破・破砕基幹技能者 R3.5.10（一社）日本発破・破砕協会 53

38 登録建築測量基幹技能者 R3.10.6（一社）全国建築測量協会 0

39 登録解体基幹技能者 R4.2.14（公社）全国解体工事業団体連合会 0

40 登録圧入工基幹技能者 R4.4.19（一社）全国圧入協会 0

合 計 80,825
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【参考】建設キャリアアップシステムについて



Construction Career Up System

技能者の資格・社会保険加入状況・全職場の就業履歴などを
登録・蓄積して活用する仕組み

1.建設キャリアアップシステム（通称ＣＣＵＳ）とは

39

2018年春、技能者・事業者登録を開始、2019年4月本運用を開始（参加団体：日建連、全建、建専連、全建総連 等）

国土交通省告示第460号 「建設技能者の能力評価制度に関する告示」平成31(2019)年3月29日（4月1日から施行）

第2条 「建設キャリアアップシステム」とは、一般財団法人建設業振興基金が提供するサービスであって、当該サービスを利用する工事現場における建設工事の施工に従

事する者や建設業を営む者に関する情報を登録し、又は蓄積し、これらの情報について当該サービスを利用する者の利用に供するものをいう。

２ 「建設技能者」とは、工事現場における建設工事の施工に従事する者のうち当該建設工事を適正に実施するために必要な技能を有する者であって、建設キャリアアッ

プシステムに登録された者をいう。

建設キャリアアップシステム

技能者の能力・経験年数に応じた賃金を支払い処遇改善を図る

建設業の担い手を確保する

専門工事会社の能力を正当に評価する基準をつくる他

Copyright (C) 2021 一般財団法人建設業振興基金 All Rights Reserved.



現場開設時に
工事概要・契約情報を登録

現場・契約情報に対して
それぞれの施工体制を登録

２.ＣＣＵＳの利用手順（概要）

40
元請組織登録・現場管理者ID付与

◯ＣＣＵＳの利用手順をステップ順に説明します。

技能者

元請事業者

・保有資格、研修受講履歴、表彰

・健康診断受診歴 等

推奨情報＝詳細型登録

自社と所属技能者との関連付けを行う

・商号、所在地

・建設業許可情報

・資本金、業種等

・社会保険加入状況 等

・商号、所在地

・建設業許可情報

・資本金、業種等

・社会保険加入状況 等

主な登録内容

主な登録内容

下請事業者

いつ、どの現場、
どの立場（職長など）
で働いたのか、
就業実績を記録・蓄積

・本人情報

・所属事業者ＩＤ、所属事業者名、職種

・社会保険・建退共加入状況 等

必須情報＝簡略型登録

Copyright (C) 2021 一般財団法人建設業振興基金 All Rights Reserved.

技能者

・現場名 ・工事内容
・就業履歴蓄積期間 等

元請事業者

必要なツールの準備
① 事業者ID・技能者ID
② 現場運用マニュアル
③ カードリーダー・建レコ
④ PCまたはiPadなどの端末

元請事業者

技能者

・現場名
・工事内容
・就業履歴蓄積期間 等

・所属技能者情報を登録
（氏名・職種・立場（職長など））
・就業履歴蓄積期間 等

元請事業者

下請事業者

カードタッチ、顔認証など

現場の登録（元請）

登録申請・登録料の支払

施工体制の登録

STEP.1 CCUSカードの取得STEP.2

STEP.3

STEP.4

就業履歴の蓄積STEP.5

経験の見える化STEP.6
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１．技能者のメリット

① レベルごとの年収目安を示し賃金相場を形成する。

② 会社や現場が変わっても就業履歴が蓄積できる。

２．専門工事業者のメリット

① 雇用技能者数、保有資格、社会保険加入状況等の根拠資料になり、取引先に情報を示し
やすくなる。

② 技能者能力評価と連動した施工能力等の見える化を令和3年度から順次開始。

３．元請・上位下請会社のメリット

③ 将来的にカードリーダータッチで日々320円の建退共掛金を積み立てられる（元請払い）。

① 新規取引業者の施工能力や技能者数、資格等(＊)が確認できる。

③ 出面管理のデータ化、賃金や代金支払いの根拠を明確にする資料として活用。

② 施工体制台帳、作業員名簿の作成、建退共の証紙受・貼付等の作業の簡素化、
ペーパーレス化も可能。

③ 増えている外国人労働者の資格等の確認ができる。

＊社会保険加入状況や安全衛生資格保有の有無、 一人親方の労災特別加入状況

３.CCUSのメリット

Copyright (C) 2021 一般財団法人建設業振興基金 All Rights Reserved.



７５０校、
２万人に
ＣＣＵＳを

周知

７５０校、
２万人に
ＣＣＵＳを

周知

イメージアニメCCUSを知っていますか
YouTube

高校の構成（約5000校）

４．１） 高卒新規学卒者の就職活動との連携

21

進路多様校27％
（普通科）

進学校40%

上位進学校9％難
関

大学
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17％

その他6%

工業
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業
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農
業
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建設産業人材確保･育成推進協議会では、令和3
年1月より毎学期、建設業の魅力や最新情報を伝え
る情報資料集「人材協定期便」（A4判約20頁）を
全国の工業高校（建設系391学科）及び建設業への
若年入職者がいる普通科高校452校、都道府県･政
令市の教育委員会及び教職員に配布。進路指導教
諭に直接届くよう郵送。
ＣＣＵＳについては、毎回に周知を継続。生徒

向けの制度紹介チラシも同封。
また、同協議会が毎年建設系学科

で学ぶ２年生全員（約20,000）に配
布する「建設産業ガイドブック」➡
においてもＣＣＵＳを紹介。

①学校へのプッシュ型広報展開
（建設産業人材確保育成･推進協議会との連携）

工業高校生を主人公とする親しみやすいCCUS紹介動画（約8分）を製
作し、学校に配布、YouTubeのCCUSチャンネルにおいて公表

②高校生向けCCUS紹介アニメーション

工業高校校長会（土木、建築）における周知
高校で行われる建設業経理検定（3級・4級）特別研修における周知 等

③その他の教育現場へのCCUSの周知

令和３年度より教育現場への建設キャリアアップシステムの理解を高めるべく、学校（校長、進
路指導室）、教育委員会に継続的に情報提供。生徒向け動画も展開。

300校

450校

人材協
定期便

建設系２年生全員

建設産業
ガイドブック



• 全国のハローワーク482箇所において、建設業への就職を希望する求職者に対して
CCUS登録済企業への応募勧奨を行うとともに、CCUS登録済企業に対しては求人
票にCCUS登録の記載を勧奨する取組を実施

• 全国の公共職業能力開発施設172箇所においても、建設分野の職業訓練受講者に対
して、CCUSの周知を実施

• 求人者であるCCUS登録済企業は、ハローワークで求職者への応募勧奨を受けるこ
とが可能になるなど、求職者に対する発信力を高めることで、担い手確保が期待

• 令和4年度より、高卒新規求人においても同様の取り扱いを開始。

【求人者向けリーフレット】【求職者向けリーフレット】

４．２） 求人・求職活動との連携（ハローワーク）

建設業の入職経路

ハローワーク
47.6千人

18.9%

民営職業紹介所
17.3千人

学校
20.6千人

求人広告
40.7千人

その他
26,7千人

6.9%

8.2%

16.1%

39.3%

10.6%

縁故・出向
99.2千人

出典：厚生労働省「雇用動向調査」（令和元年度）
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